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第 １ 章  総 則 

 

 

（目的） 

第１条 本仕様書は、向日市水道事業（以下｢発注者｣という。）が物集女西浄水場、上植野浄水場及

び物集女配水池における浄水場運転監視管理及び残留塩素濃度等測定業務（以下｢業務｣という。）

を受注する者（以下｢受注者｣という。）に委託して、浄水場施設の運営及び水質保全を円滑にする

ことを目的とする。 

 

（法令の遵守及び業務の励行） 

第２条 受注者は、水道事業の公共性を常に念頭に置くとともに、契約書に定める事項及び本特記仕

様書のほか、関係法令（水道法・水質汚濁防止法・労働基準法・労働安全衛生法・労働災害補償保

険法・その他業務に関する法令等）を遵守し、発注者の指示に従い、正確かつ誠実に業務を励行し

なければならない。 

２ 受注者は、「労働安全衛生法」、「同施行令」、「同規則」その他災害防止関係法令の定めるところ

により、常に安全管理に必要な措置を講じ、労働災害発生の防止に努めることとする。 

（１）受注者は業務の履行にあたり、薬品類、有毒ガス、可燃性ガス、酸素欠乏などに対し、必要な

安全対策を行うとともに、適切な作業方法の選択及び作業員の配置割り当てを行い、危険防止

に努めること。 

（２）受注者は、業務の履行にあたり安全管理上の障害が発生した場合、直ちに必要な処置を講じか

つ速やかに発注者に連絡し、その指示に従わなくてはならない。 

（３）受注者は、事故防止に万全を期すため、本仕様書に定める業務に従事する者（以下「従事者」

という。）の安全教育並びに現場の整備に努めなければならない。 

３ 受注者は、従事者の労務管理において一切の責任を負うものとする。また、業務の公的使命が重

大であることを念頭に置き、従事者の退職及び欠勤等に対処できる体制を整えておかなければな

らない。なお、従事者が良好な勤務状態であることを毎日確認しなければならない。 

 

（業務履行期間） 

第３条 この業務委託は「向日市上下水道事業契約規程（昭和５８年水管規程第１号）」第１条の３第

２項第１号に基づく長期継続契約とする。 

２ 業務の履行期間は、令和５年７月１日から令和８年６月３０日とする。 

 

 



第 ２ 章  浄水場運転監視管理業務 

 

 

（業務履行場所） 

第４条 業務の履行場所は、物集女西浄水場（向日市物集女町長野１番地）、上植野浄水場（向日市

上植野町久我田１７番地の１）及び物集女配水池（向日市物集女町長野）とする。 

 

（運転員の配置） 

第５条 受注者は浄水場運転監視管理業務を遂行するために、従事者の中から運転監視管理を担当

する職員（以下「運転員」という。）を配置しなければならない。運転員の勤務時間及び勤務人員

は、常時監視できる体制をとることとし、次表を参考に業務履行上必要な体制を整えることとする。 

（１）物集女西浄水場 

平日昼間 8 時 30 分 ～   17 時 15 分 １名以上 

全日夜間 17 時 00 分 ～ 翌朝 8 時 30 分 １名以上 

17 時 15 分 ～ 翌朝 8 時 45 分 １名以上 

土日及び祝日※１昼間 8 時 30 分 ～   17 時 15 分 ２名以上 

※１ 祝日には年末年始（12 月 29 日～翌年 1 月 3 日）を含む 

（２）上植野浄水場 

平日昼間（１回／週） 8 時 30 分 ～ 17 時 15 分の間 １名以上 

上記時間内に上植野浄水場の機器の運転状況の確認及び記録等の実施 

（３）物集女配水池 

平日昼間（１回／月） 8 時 30 分 ～ 17 時 15 分の間 １名以上 

上記時間内に配水池の機器の運転状況の確認及び記録等の実施 

 

２ 前項の運転員の勤務時間において、休息時間及び休憩時間については別途協議して決めるもの

とする。 

３ 運転員は、昼間勤務及び夜間勤務を相互にその業務を兼ねることができる。 

４ 第１項の物集女西浄水場平日勤務者については、本特記仕様書第８条で定める総括責任者とす

る。 

５ 上植野浄水場及び物集女配水池の点検等の時間については、別途協議して決めるものとする。 

なお、上植野浄水場の点検時における運転調整及び警報灯等の対処は、受注者にて対応するもの

とする。 

 

 



（業務の内容） 

第６条 業務の内容は、季節・天候・時間帯別配水量等により、取水・浄水・送水・配水等各水道施

設（物集女西浄水場、上植野浄水場、物集女配水池）における水量・水位等について適切かつ円滑

で安全な水の運用を図るものとし、次のとおりとする。 

（１）各種装置・機器の運転操作、監視管理業務 

（２）各種装置・機器の点検及び校正等 

（３）運転操作に必要な水質管理（残留塩素濃度測定、水温測定、pH 測定、色度濁度測定等） 

（４）物集女西浄水場内の清掃及び施錠・解錠・消灯等の点検 

（５）府営水道の年間受水計画の立案及び受水量の管理 

（６）総取水量及び総配水量の管理並びに水量異常等の早期発見 

（７）浄水処理用薬品の使用計画の立案及び受入並びに管理 

（８）発生汚泥の処理計画の立案、管理 

（９）上記事項の書面等による報告 

（10）市職員不在時及び休日・夜間の電話、電動門扉開閉（遠隔操作）、来場者等への対応 

（11）京都府営水道事務所との夜間時の連絡対応（受水量、水質等） 

（12）市職員の運転管理技術の継承を目的とした技術指導等 

（13）その他発注者が指示する業務 

２ 受注者は、運転監視管理業務について災害時などにおいても対応できるような体制づくりに努

めなければならない。 

 

（届出） 

第７条 受注者は、前もって従事者の氏名、年齢及び経歴等を届出なければならない。また、異動が

ある場合も同様とする。 

２ 発注者は、業務の履行上著しく不適格と明らかに認められる従事者について、受注者に対し、そ

の理由を明示し、必要な措置を求めることができる。 

  その場合、受注者は、すみやかに業務に支障のないよう必要な措置をとらなければならない。 

 

（総括責任者の選任） 

第８条 受注者は、運転員の中から総括責任者を選任しなければならない。 

 

（総括責任者の職務） 

第９条 総括責任者の職務は、次のとおりとする。 

（１）現場の最高責任者として、運転の指揮、監督を行うこと。 

（２）契約書、本特記仕様書及びその他関係書類（現場説明事項を含む。）により、業務の目的及

び内容を十分理解すること。 



（３）完成図書により施設、設備の機能を完全に掌握し、効果的かつ経済的に運転すること。 

（４）従事者の現場研修を行い、技能の向上及び事故の防止に努めること。 

（５）常に状況を的確に把握し、緊急時には直ちに対処できる体制を整えておくこと。 

（６）原則平日昼間勤務とすること。 

（７）受注者の代行者となり、業務を行うこと。 

（８）市職員への技術指導等について計画を策定すること。 

（９）休日・夜間において事故等の緊急事態が発生した場合、直ちに市職員に連絡すること。 

 

（運転員の資格基準） 

第１０条 運転員の資格基準は次のとおりとする。 

（１）総括責任者（次に相当する者。） 

処理能力１万 m3／日以上の上水道の浄水場（凝集沈澱処理・急速ろ過方式）で２年以上の運

転監視管理業務の経験を有し、かつ、水道技術管理者の資格を持つ者。 

なお、総括責任者の交代勤務時については、浄水場施設に習熟した水道技術管理者を代行要員

として配置すること。 

（２）運転員（次のいずれかに相当する者。） 

ア 浄水場（凝集沈澱処理・急速ろ過方式）運転監視管理業務に１年以上の経験を有する者を、

配置運転員の半数以上配置すること。 

イ 前号と同等以上の者と認められる者 

（３）運転員において、以下の有資格者を配置できること。 

  ア 水道技術管理者                    １名以上 

イ 水道（浄水）施設管理技士（３級以上）         １名以上 

  ウ 酸素欠乏危険作業主任者技能講習修了者         １名以上 

 

（教育訓練等） 

第１１条 受注者は、「運転管理作業手順書」を作成し、運転員に対して定期的に設備の運転・整備

等の教育訓練を行い、技術の向上に努めなければならない。また、随時「運転管理作業手順書」を

見直し、より適切な運転管理を行わなければならない。なお、「運転管理作業手順書」を作成又は見

直した場合は発注者に提出するものとする。 

 

（緊急事態発生時の勤務） 

第１２条 受注者は、重大事故及び大雨・台風・地震時の自然災害並びに停電・大規模感染症流行等

の緊急事態に備えて連絡体制を整備し、緊急事態発生時には所要人員を的確に配置し、応急措置が

できる体制を整えておかなければならない。 

２ 受注者は、緊急事態等により発注者の応援要請があった場合には、直ちに対応できる体制を整え



ておかなければならない。 

 
（提出書類） 

第１３条 受注者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

（１）業務を着手する日に提出する書類 

   ア 委託業務着手届 

   イ 請負代金内訳書 

   ウ 委託業務実施計画書 

   エ 従事者名簿（資格証明書等含む） 

   オ 総括責任者選任届（資格証明書等含む） 

   カ 教育訓練計画表 

   キ 緊急連絡体制表 

   ク 組織表（現場及び安全管理等） 

   ケ 従事者の健康診断書及び水道法第２１条、同法施行規則１６条に定める健康診断結果書 

   コ その他発注者が要求する書類 

（２）業務期間中に提出する書類 

   ア 従事者の健康診断書及び水道法第２１条、同法施行規則１６条に定める健康診断結果書 

   イ 勤務予定表 

   ウ 勤務実績表 

   エ 日常点検結果報告書（様式１～３） 

   オ 残留塩素濃度測定結果表（様式４） 

   カ 運転管理作業手順書 

   キ 運転操作計画書 

   ク その他発注者が要求する書類 

 （３）業務完了後に提出する書類 

   ア 委託業務完了届 

 

（運転操作計画） 

第１４条 受注者は、各月末までに翌月の運転操作計画を作成し、発注者と協議しなければならない。 

２ 受注者は、計画上運転操作に問題が生じる可能性がある場合、直ちに発注者に報告し協議しなけ

ればならない。 

 

（各種機器の運転） 

第１５条 受注者は、業務の履行に当っては、次の要領で行い、その結果を報告しなければならない。 

（１）各種機器の運転操作 



受注者は、業務の範囲において、各種機器の機能及び性能を十分理解し、運転操作計画に沿

って運転操作を適正に行わなければならない。なお、各種機器の操作は、主として、中央監視室

で行うものであるが、特に機器の構造上必要なものについては、現場で操作及び管理しなけれ

ばならない。 

（２）非常時等の運転操作 

水源の水位の低下又は水質の悪化等における非常時の運転については、発注者に速やかに報

告するとともに指示に従わなければならない。 

管理上必要な処置を講ずるため運転を停止または再開する場合は、発注者の承諾を得るもの

とする。 

 

（運転効率調査） 

第１６条 受注者は、運転効率を高め、適切な管理指標を得るため、随時データの整理を行い、その

結果を発注者に報告しなければならない。 

２ 受注者は、施設の運転監視管理に伴う環境負荷の継続的な軽減及び改善を積極的に推進しなけ

ればならない。 

 

（劇毒物等の取扱い） 

第１７条 受注者は、業務において劇毒物等の取扱いが必要と判断した場合には、遅滞なく発注者に

報告し取扱うものとする。 

 

（業務報告） 

第１８条 受注者は、業務実績を明らかにするため、様式１及び２、その他発注者が指定する日報を

毎日作成し、発注者に報告しなければならない。また、月間管理実績及び故障、事故等の報告、並

びに発注者が要求した業務の報告書を正確に遅滞なく提出しなければならない。 

 

（火災の防止） 

第１９条 総括責任者は、施設の火災を未然に防ぐため、従事者に火気の厳正な取扱い及び後始末を

徹底させ、火災を防止しなければならない。 

２ 業務履行場所において、敷地内（屋内施設を含む）は全面禁煙とする。 

 

（場内点検及び盗難の防止） 

第２０条 受注者は、物集女西浄水場における設備機器及び工具類の盗難並びに侵入者の防止に努

めなければならない。 

 

 



第 ３ 章  保守点検業務 

 

 

（点検） 

第２１条 受注者は、事故等を防止すると共に各種機器の状況を把握するため、点検（別紙１参照）

を次のとおり行わなければならない。 

・日常点検 

  物集女西浄水場    毎日 

  上植野浄水場     週１回 

・定期点検 

  物集女西浄水場    週１回 

  上植野浄水場・配水池 月１回 

２ 日常及び定期点検は、外観及び五感による観察も重視し、異常を発見した場合には、その都度、

発注者に報告し、その経過記録を報告書として提出するものとする。 

３ 点検項目は、様式１～３とする。なお、日常において点検項目が追加された場合は、受注者及び

発注者協議の上、新たな様式を作成するものとする。 

 

 

第 ４ 章  残留塩素濃度等測定業務 

 

 

（採水箇所） 

第２２条 採水箇所は次の６箇所とし、発注者が指示する給水栓から採水するものとする。 

（１）八反田公園（寺戸町八反田） 

（２）上町田公園（森本町上町田） 

（３）寺戸墓地（寺戸町大牧） 

（４）春日井地区（森本町春日井） 

（５）庄ノ内公園（上植野町庄ノ内） 

（６）吉備寺墓地（上植野町吉備寺） 

２ 採水箇所に変更がある場合は、別途発注者が指示するものとする。 

 

（測定員の配置） 

第２３条 受注者は残留塩素濃度等測定業務遂行のため、従事者の中から残留塩素濃度等測定業務

を担当する職員（以下「測定員」という。）を配置しなければならない。なお、測定員は原則、運

転員との兼務はできないものとする。 



 

（測定項目） 

第２４条 測定項目は次のとおりとする。 

（１）遊離残留塩素 

（２）色度 

（３）濁度 

（４）水温 

（５）その他、発注者の指示する項目 

 

（採水方法） 

第２５条 採水は、５００mlのポリ容器で行い、給水栓から直接採水しなければならない。なお、採

水時はポリ容器内を共洗いするものとする。 

 

（測定方法） 

第２６条 測定方法は、水道法で定められている方法のうち、発注者が指示する方法で行うものとす

る。 

 

（測定器具） 

第２７条 残留塩素、色度、濁度、水温の測定に必要な測定機器、試薬類、採水器具等の必要な器具

については、受注者で購入し、発注者の承諾を得なければならない。 

 

（測定頻度） 

第２８条 原則、毎日午前中に実施し、６箇所を１回以上測定しなければならない。 

 

（記録） 

第２９条 測定結果は、様式４に毎日記入しなければならない。 

 

（報告） 

第３０条 受注者は原則、測定日の午前中までに様式４を作成し、発注者に提出しなければならな

い。 

２ 週報については、翌週までに前週分の測定結果を、また、月報については、翌月１０日までに前

月分の測定結果を記載した報告書を、それぞれ発注者に提出しなければならない。 

３ 測定した数値に異常が認められた場合は、直ちに発注者に報告し、指示に従わなければならない。 

 

 



第 ５ 章  技術指導 

 

 

（技術指導及び演習） 

第３１条 受注者は、運転監視技術について、本特記仕様書第１１条に定める運転管理作業手順書等

を用いて、発注者が指定する市職員に、技術継承を目的とした技術指導及び演習を実施しなけれ

ばならない。 

２ 技術指導及び演習の実施内容・方法及び頻度については、受注者が計画を策定し発注者と協議の

上決定する。 

 

 

第 ６ 章  そ の 他 

 

 
（事務室等の使用） 

第３２条 業務処理に必要な事務室等は無償貸与とするが、清掃等の管理、破損及び汚損の弁償は受

注者の負担とする。 

２ 事務室の使用に伴う光熱費は必要としないが、節水及び節電には十分配慮すること。 

 

（完成図書及び工具等の貸与） 

第３３条 業務遂行上、必要と認めた完成図書、工具、試験器具、その他備品類は発注者にて貸与す

るが、従事者の安全衛生対策用器具については、原則として受注者が備えるものとする。 

２ 貸与品については台帳を作成し、その保管状況を常に把握し、破損、盗難及び紛失等があった場

合は、受注者が弁償するものとする。 

 

（事務用品等） 

第３４条 事務処理に要する事務器具及び事務用品（但し、浄水場運用に必要な複写機用紙及び複写

に要する費用は除く。）は受注者の負担とする。また、仕様書に明記されていない事項であっても、

当然必要と認められるものについては受注者の負担とする。 

 

（服装等） 

第３５条 受注者は、従事者に安全で、かつ、清潔な統一した服装を業務従事中着用させなければな

らない。 

 

 



（雑則） 

第３６条 受注者は、仕様書に明記されていない事項であっても、本業務の履行上、当然必要な作業

等は、良識ある判断に基づいて行わなければならない。 

受注者は、発注者が運転管理や操作等にかかわる資料の提出を要求した場合は、速やかに応じな

ければならない。 

 

（施設見学会等） 

第３７条 受注者は、発注者が施設見学会等を実施する場合は、その見学会等の実施に協力しなけれ

ばならない。 

 

（業務引継等） 

第３８条 受注者は、委託業務の実施にあたり発注者が必要と認める期間において前受注者より業

務引継及び技術指導を受け、業務の遂行に支障をきたすことないようにしなければならない。 

２ 受注者は、委託終了日までに後の受注者に対し、発注者が必要と認める期間において、業務引継

及び技術指導を行わなければならない。なお、本業務に関する以外の費用は、後の受注者の負担と

する。 

３ 受注者は、委託終了日以降であっても、後の受注者から要請を受けた場合は技術指導等を行わな

ければならない。なお、それに要する費用は、後の受注者の負担とする。 

４ 受注者は、業務引継及び技術指導を受けた結果を発注者に遅延なく報告し、報告書を提出するも

のとする。 

 

（衛生管理） 

第３９条 受注者は、従事者に水道法第２１条に基づく健康診断を受けさせなければならない。 

２ 受注者は従事者に前項の健康診断を受けさせたときは、検査結果報告書を遅延なく発注者に提

出しなければならない。 

３ 定期の健康診断は、おおむね６ヶ月ごとに、病原体がし尿排泄される感染症の患者の有無に関し

て行うものとする。 

４ 健康診断を受けたときは、これに関する記録を作成し、健康診断を受けた日から起算して１年間

の記録保存を行うものとする。 

 

（業務の検査） 

第４０条 受注者は、業務期間中、毎月又は毎年度の業務を完了したときは、直ちに発注者に業務完

了届及び業務報告書を提出しなければならない。 

２ 発注者は、前項の業務完了届及び業務報告書を受理したときは、１０日以内に業務の完了を確認

するための検査を行わなければならない。 



 

（支払い方法） 

第４１条 受注者は、前条の検査に合格したときは、業務委託料の支払いを請求することができる。 

２ 発注者は、受注者から請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内に支払うものとする。 

３ 受注者に対しての請負代金の支払い方法は、契約金額の内１／３６の千円未満切捨て額を毎月

払いするものとする。なお、契約最終月に残額の清算を行うものとする。 

 

（大規模感染症対策） 

第４２条 受注者は、業務の履行にあたり、大規模感染症の予防対策を講じなければならない。 

２ 感染予防の対応を徹底するとともに、全ての従事者等の健康管理に留意しなければならない。 

３ 感染者及び濃厚接触者があることが判明した場合は、速やかに発注者に報告するとともに、保健

所等の指導に従い、感染者本人や濃厚接触者の自宅待機をはじめ、適切な措置を講じなければなら

ない。 

 
（車両の駐車） 

第４３条 受注者が業務の履行のために使用する車両（二輪車を除く自動車）については、発注者が

指定する場所に駐車するとともに、前もって駐車場使用申込書を提出し承認を受けなければなら

ない。 

２ 車両駐車に伴う使用料については、月初から末日までを一月とし、一月に満たない場合でも、車

両一台につき月額料金を支払うものとする。 

 

（疑義等） 

第４４条 仕様書に疑義又は定めのない事項が生じた場合は、発注者と受注者が協議の上定めるも

のとする。 

 


